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A. 研究目的 

2011 年の福島原発事故によって、福島

県の沿岸地域を中心に警戒区域と計画的避

難区域が設定され、その区域に住む住民は

長期にわたる避難を強いられた。これらの

住民の多くは、避難後も避難対象となった

自治体の住民として住民登録されており、

介護保険の利用なども当該自治体住民とし

て実施されている。本研究では、このよう

に避難住民の介護保険サービス記録が原発

事故前後で追跡可能であることを利用し、

避難が介護保険サービス利用に与えた影響

を分析した。 

 

B. 研究方法 

本研究では、将来的な介護レセプトなど

の利用を見据えて、公開データである『介護

保険事業状況報告』の市町村パネルデータ

研究要旨 

本研究では、2011 年の福島原発事故による避難が、住民の介護サービス利用に与えた

影響を検証した。研究デザインとしては、福島県の避難自治体を処置群、それ以外の自治

体（ただし福島県の自治体や津波被害を受けた自治体は除く）を対象群とし、市町村レベ

ルの介護利用データを用いて、差の差法によって分析した。アウトカム変数としては、高

齢者一人当たりのサービス利用量およびそれを分解した要介護認定率と認定者一人当たり

のサービス利用量を用いた。 

その結果、避難自治体においては、高齢者一人当たりの介護サービス利用が 2012 年か

ら増加しており、その主要因は、要介護認定率の増加であった。一方、要介護認定者一人

当たりの介護サービス利用は、全体でみると 2011 年と 2012 年は減少し、その後は元の

トレンドに回帰していた。要介護別にみると、要介護５の認定率は避難後に減少したのに

対し、それ以外は上昇しており、とくに要介護 1-3 の認定率の上昇は高齢者一人当たりの

介護サービス利用量の増加の主要因であった。 

これらの分析結果は、原発事故による避難後に、健康の悪化や家族によるインフォーマ

ルケアの喪失などによる低・中程度の介護ニーズの増加が生じていたことや、介護保険が

これらのニーズ増に迅速に対処していたことを示唆している。 
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を用いて分析を行った。具体的には、原発事

故をまたぐ 2007年度から 2014年度までの

各 年 度 デ ー タ を 用 い て 、 差 の 差 法

(difference-in-difference method)による分

析を行った。ただし、原発事故の影響で

2011年2月分のデータが一部自治体で欠損

しているため、2010 年度のデータは分析に

は用いていない。 

差の差法においては、福島県の避難自治

体を処置群、それ以外の自治体（ただし福島

県の自治体や津波被害を受けた自治体は除

く）を対照群とし、2011 年度前後に両群の

アウトカム変数のトレンドがどのように推

移したのかを回帰分析によって検証した。 

アウトカム変数としては、高齢者一人当

たりのサービス利用量(Q:介護給付費単位

数を利用)およびそれを分解した要介護認

定率(C)と認定者一人当たりのサービス利

用量(B:介護給付費単位数を利用)を用いた

(Q=C×B となる)。また、要介護者全体のサ

ービス利用量や認定率の分析だけでなく、

要介護度別の介護サービス利用量や認定率

の分析も行った。 

 

C. 研究成果 

図１には、高齢者一人当たりのサービス

利用量(Q)、要介護認定率(C)、要介護認定

者一人当たりのサービス利用量(B)の処置

群（evacuation areas）と対象群（control 

areas）の時系列の推移を載せている。 

これによると、2007-2009 年度まではど

のアウトカムについても処置群と対象群は

似たように推移している。一方で、2011

年以降、処置群については、要介護認定率

(C)は上昇し、要介護認定者一人当たりの

サービス利用量(B)は一時的に減少してい

る。 

 

図１ 介護保険サービス利用の推移 

 

 

図２は差の差法の結果であり、図１の記述

統計で観察された処置群と対象群のトレン

ドの乖離が推定値として捉えられている。 

 

図２：差の差法の推定結果 

 

 

すなわち、避難自治体においては、高齢

者一人当たりの介護サービス利用(Q)が

2012 年から増加しており、その主要因

は、要介護認定率(C)の増加であった。一

方、要介護認定者一人当たりの介護サービ

ス利用(B)は、全体でみると 2011 年と

2012 年は減少し、その後は事故前のトレ

ンドに復帰していた。事故後の 2012 年度

において、処置群の高齢者一人当たりのサ

ービス利用量(Q)が増加していないのは、

要介護認定率(C)の増加分を、要介護認定

者一人当たりのサービス利用量(B)の減少

分が相殺したためである。なお、2007 年

度と 2008 年度の差の差推定値はゼロ近傍

であり、処置群と対照群のアウトカム変数

20
25

30
35

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Per-elderly-individual benefits (Q)

.1
6

.1
8

.2
.2

2
.2

4

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Certification rate (C)

12
0

13
0

14
0

15
0

16
0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Per-cerfitied-individual benefits (B)

Evacuation areas Control areas

-5
0

5
10

15

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Per-elderly-individual benefits (Q)
0

.0
2

.0
4

.0
6

.0
8

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Certification rate (C)

-4
0

-3
0

-2
0

-1
0

0
10

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Fiscal year

Per-certified-individual benefits (B)



55 
 

のトレンドが事故前は似通っていたことを

示している。 

 

また、要介護度別に同様の差の差推定を行

った結果が図３である。その結果、要介護

５の要介護認定率(C)は避難後に減少し、

2014 年度でも元の水準には戻っていない

のに対し、それ以外の要介護度の認定率は

上昇している。とくに要介護 1-3 の認定率

の上昇は大きく、高齢者一人当たりの介護

サービス利用量(Q)の増加の主要因であっ

た。一方、認定者一人当たりの介護サービ

ス利用量(B)については、要介護５は 2011

年、2012 年では大きく減少している。そ

れ以外の要介護度においては、2011 年度

以降に、一部の推定値が統計的に有意な増

加を示している。 

 

図３：差の差法の推定結果 

 
 

なお、高齢者一人当たりのサービス利用量

(Q)や要介護認定率（C）を引き上げている

のが、要介護認定者の増加ではなく、要介

護ではない健康な高齢者の流出の可能性も

ある。しかし図４に示すように、避難自治

体における高齢者数は、確かに 2011 年度

に若干減少しているが、2011 年度以降の

認定者数の増加のほうが顕著であることが

わかる。 

 

図 4 高齢者と認定者数の推移(2009 年=100) 

 
 

最後に、図 5 においては、2 種類の推定手

法（OLS と WLS）と 3 種類のサンプル

（ベースラインサンプル、処置群と似通っ

ていない自治体を排除した刈り込みサンプ

ル、福島県の自治体サンプル）を用いた頑

健性チェックの結果である。それによる

と、自治体の高齢者数や認定者数を重みと

して用いた WLS を使ったり、福島県の非

避難自治体（ベースラインサンプルでは排

除）を対照群とすることによって、推定結

果は若干異なるものの、図２で示した分析

結果と同様の傾向が頑健に観察された。 

 

図 5 頑健性チェックの推定結果 

 

 

D. 考察 

E. 結論 

上記の分析結果より、原発事故後の避難

は、高齢者の要介護認定率を高め、それが

介護サービス利用水準を高めていることが

明らかになった。一方で、要介護度別にみ

ると、要介護５に関しては例外的に要介護
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認定率や一人当たり利用量が減少している

のに対し（これは震災や原発事故による死

亡や病院への移転の影響などが考えられ

る）、要介護１～３などの軽度・中度の要

介護認定率の上昇が顕著であった。 

これらの結果は、原発事故による避難後

に、健康の悪化や家族によるインフォーマ

ルケアの喪失などによる低・中程度の介護

ニーズの増加が生じていることや、介護保

険が、これらの介護ニーズ増に迅速に対処

していることを示唆している。一方で、震

災や避難などの突発的事象による介護ニー

ズ増による介護サービス利用増のファイナ

ンスどのように行うべきかという論点も提

示している。 
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